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設 計 説 明 書 （ 補 足 資 料 ）  

 
■１ 開発区域の土地の現況 
 
 
(1) 土地条件 
 
 
 

開発区域の所在地：○○町大字○○字○○ △△番地 外○筆 
 
 

標 高 

最 高 地 T.P.     ｍ ～ 最 低 値 T.P.      ｍ 
 
平   均 T.P.     ｍ   標 高 差         ｍ 

 

土地 

条件 

等の 

概要 

 

土地条件の概要 （該当する□に「レ」を入れる） 

□ 開発区域および付近地に、崩壊・地すべり・湧水はない 

□ 開発区域は、旧河道・現河道ではない 

□ 開発区域は、河川堤防と霞堤や二線堤に挟まれた区域ではない 

□ 開発区域は、遊水地ではない 

□ 開発区域は、干拓地ではない 

 

 

 

地質・土質の概要 （該当土質に「○」をつける） 

 

現状地盤の土質（レキ、砂利、砂質土、シルト、粘土、その他（     ）） 

 

※ 根拠資料を添付のこと。（例：地質調査報告書等）なお、想定の場合は、想定の際に用いた資

料写しを添付するとともに想定過程を整理した資料を添付すること。 

 

 

盛土材の土質（レキ、砂利、砂質土、シルト、粘土、その他（     ）） 

※ 根拠資料を添付のこと（例：盛土材購入先の土質報告書等）なお、想定の場合は、想定の際に

用いた資料写しを添付するとともに想定過程を整理した資料を添付すること。 

 

 

（参考） 
宅地防災マニュアル第Ⅱ章（同解説Ⅰ_p54～） 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 13 章） 

県様式第 3-1 号 
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(2) 関係法令等による行為規制 
 
 
 

根拠法令 
規制の種別 
（地域区分） 

面    積 根拠法令 
規制の種別 
（地域区分） 

面    積 

国土利用計画法  
ha 

自然公園法  
ha 

都市計画法   文化財保護法  
 

砂防法   森林法  
 

農振法 
（農用地域）   

（    ） 土壌汚染対策法  
 

 

（注） １ 上記のほか規制を受ける法令については、すべて記入すること。 

２ 国土利用計画法の欄には、土地利用基本計画による地域区分の細区分を記すこと。 
 
 
 
(3) 災害危険想定地域、災害履歴 

 
 
 
 
開発区域および付近地

．．．．．．
において、災害危険想定区域が存在しないことを確認すること。 

区域が存在する場合は、その災害リスクへの対応内容を記載のこと。 
 
※チェック欄には、「区域が存在しない場合」「過去の災害履歴なしの場合」にレを付すこと。 

 
 

チェック 災害危険想定区域等の内容 

 
「区域が存在する場合」、「過去の災害履歴あり
の場合」に、その災害リスクへの対応内容を記

載 
 
□ 

各種ハザードマップの区域 
（洪水、土砂災害、地震、その他（   ）） 

 

 
□ 琵琶湖および各河川の浸水想定区域 

 

 
□ 

浸水マップ（地先の安全度に関する情報）の 
浸水区域 

 

 
□ 土砂災害警戒区域 

 

 
□ 土石流危険渓流 

 

 
□ 急傾斜地崩壊危険箇所 

 

 
□ 地すべり危険箇所 

 

 
□ 

山地災害危険地区 
（山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地

区、 
地すべり危険地区） 

 

 
□ 地震被害想定図、液状化予測図 

 

 
□ 

その他災害危険想定区域（       
 ） 

 

 
□ 過去の災害履歴 

 

（参考）災害危険想定地域の情報は下記の図書等に掲載しているため、参考とすること。 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 13 章 
   

（参考） 
宅地防災マニュアル第Ⅱ章（同解説Ⅰ_p51～） 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 13 章） 

（参考） 
宅地防災マニュアル第Ⅱ章（同解説Ⅰ_p54～） 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 13 章） 
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■２ 土地利用計画（技術基準適合の概要） 
 

(1) 道路計画 

（※自己の居住の用に供する住宅の建築を目的とする開発行為は作成不要） 

 

 

 

道路区分 幅   員 

 

規定値の根拠法令 道路名等 

公道の現況 
ｍ 

 
≧規定値   m 

  

開発区域内に 
新設する道路 

ｍ 
 

≧規定値   m 

  

幹線道路 
   

支線道路 
   

（注） １ 「公道の現況」の欄には、開発区域内の道路が接続する開発区域外の道路又は開発

区域内の予定建築物等の敷地が接する開発区域外の道路について記載すること。 

２ 「進入路」の欄には、開発区域内の道路と開発区域外の道路を接続するために設置

する道路について記載すること。 
 
 

(2) 公園、緑地または広場の計画 

（※自己の居住の用に供する住宅の建築を目的とする開発行為は作成不要） 

 

 

 

公園、緑地または広場それぞれの面積、出入り口の数、勾配、施設計画（利用者の安全確

保のための施設、排水施設、植栽、遊戯施設等）等について記載すること。 
 
 

(3) 消防水利計画 

（※自己の居住の用に供する住宅の建築を目的とする開発行為は作成不要） 

 

 

 

既存・ 

新設の別 施設区分 規模・構造 配置計画 

    

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 2 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第３章） 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 2 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第４章） 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 2 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第８章） 
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(4) 雨水排水計画 

 

 

 
河川 
流域 
・ 
雨水 
排水 
経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【開発区域内
．
の雨水排水計画のチェック】  

□ 排水施設の流下能力量(90%流量)＝（    m3/s）≧ 計画雨水量（    m3/s） 

※別途、水理計算書を添付のこと。 

 

【開発区域外
．
の雨水排水計画のチェック】 

□ 放流先河川の流下能力量 （    m3/s） ≧ 計画洪水流量（    m3/s） 

□ 狭小部の流下能力量   （    m3/s） ≧ 計画洪水流量（    m3/s） 

※狭小部最下流地点の流域面積（    ha）・・・① 

※開発区域面積       （    ha）・・・② 

※①に対する②の割合 ①÷②（    倍） 

□ 開発区域外の雨水排水計画に関して各河川管理者と協議済み 

□ 調整池設置の必要性 必要 or 不要 （いずれかに○） 

□ （調整池必要の場合）調整池の施設計画に関して各河川管理者と協議済み 

□ （調整池必要の場合）調整池の維持管理計画に関して公共施設管理者と協議済み 

 

調整池 
計画概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 3 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 10 章） 
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(5) 汚水排水計画 

 

□ 下水道に排水する場合、下水道事業者との協議書等の写しを添付 

排水先区分 排水施設の規模・構造等 

  

 

(6) 給水施設計画 

（※自己の居住の用に供する住宅の建築を目的とする開発行為は作成不要） 
 
 
 

□ 水道事業者との協議書等の写しを添付 
 

施設区分 規模・構造等 

 

 

 

(7) 地区計画 

 

 

開発区域内の土地について地区計画等が定められているときは、その概要を記載すること。 

また、地区計画の写しを添付すること。 

 

(8) 造成計画（切土盛土量） 

 

 

 

施行区域 切  土 盛  土 
残 土 
不足土 

土質 残土・不足土の処理方法 

 ｍ3 ｍ3 ｍ3   

      

計    
 

 

（注）計画地外からの土砂の搬入又は、計画地外への土砂の搬出がある場合は、搬入搬出

左記を明記すること。必要に応じて関係図面を添付すること。 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 4 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第９章） 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 5 号 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 7 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 11 章） 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第３号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 10 章） 
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(9) 造成計画（擁壁・法面の対策） 

 

 

 

■擁壁の設計基準 

□ 都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課最新版） 

□ その他の基準（具体の設計基準名                 ） 

 

施工位置 区      分 設計基準書名、構造等 

   

 

 

(10) 地盤の安全対策 

 

 

 

地盤改良箇所 現況地盤 地盤改良の内容 

   

 

   ※ 基礎地盤（地表面下）の状況がわかる資料を添付すること。（軟弱地盤か否か） 

  

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 7 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 11 章） 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 7 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 11 章） 
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(11) 樹木の保存、表土の保全対策 

（※開発区域の面積が 1ha未満の開発行為は作成不要） 

 

 

 

1) 樹木等の保存計画 

区     分 分布状況 保存計画 

樹     木 
本 

（㎡） 
本 

（㎡） 

樹 木 の 集 団               ㎡ ㎡ 

（注） １ 樹木とは、高さが 10ｍ以上の健全な樹木をいう。樹木が広範に分布する場合には、

数量の単位は、ｍ２とする。 

２ 樹木の集団とは、高さが５ｍ以上で、かつ、面積が 300ｍ２以上の健全な樹木の集

団をいう。 

３ 政令第 28 条の２第１号ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、その理由

を記載すること。 

 

2) 表土の復元等の計画 

ア 高さが１ｍを越える切土又は盛土をする土地の面積 

区   分 面      積 

切   土 ㎡ 

盛   土  

合   計  

 

イ アの土地に対する表土の復元等の措置 

（※アの土地の合計の面積が 1,000ｍ２未満のものは除く。） 

 

区   分 面      積 

表土の復元 ㎡ 

客   土  

土壌の改良  

そ の 他  

合   計  

 

 

 

 

 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 9 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第５章） 
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(12) 緩衝帯の配置計画 

（※工場、第一種特定工作物等、騒音・振動等による環境の悪化をもらたすおそれがある施設

の建築等を目的とする 1ha以上の開発を行う場合のみ作成のこと。） 

 

 

 

 

緩衝帯の配置計画、幅員及び緑化の方針について記載すること。 

 

 

 

(13) 工事施工中の防災措置 

 

 

 

1) 土砂流出防止計画等 

区     分 具体的な対策内容（施設構造、対策期間等） 

土 砂 流 出 

防     止 
 

土 砂 崩 壊 

防     止 
 

出 水 防 止  

濁 水 防 止  

仮 排 水 対 策  

交通安全対策  

騒音振動対策  

そ の 他 

（例：災害が予測される場合の対応等） 

 

※具体的な対策内容が確認できる図書を添付すること 

 

2) 防災体制 

工事中の現場管理体制、特に非常時の連絡体制を記載すること。 

（参考） 
都市計画法第 33 条第 1 項第 10 号 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第７章） 

（参考） 
宅地防災マニュアル第 XⅡ章（同解説Ⅱ_p391～） 
都市計画法に基づく開発行為に関する技術基準（滋賀県土木交通部住宅課）第 12 章） 


